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現在, 『国民経済計算年報』 は, ����年から, �����に基づいて作成されている１. 今後は, ����
年に公表された�������に基づき, ����年に 『年報』 の改定が予定されている.�����は, 文字通り, ����年に刊行されたが, ここでは, �����の記述を参考にしながら, 主
要な経済集計値である国内総生産 (���), 国民総生産 (���). 国民総所得 (���) の ３者の関係,
及び国内概念, 国民概念について見てゆく. �����では, この�者に関して, 以下のことが述べら
れている. ���は, 生産概念ではなく, 所得概念であるので, 名称を���に変更した. 国民総生
産の ｢生産｣ という用語の使用法はふさわしくないので ｢生産｣ が ｢所得｣ に変更された. つまり,���は, ���に名称が変更され, ���と���となったが, 両者の相違は, 前者が生産概念, 後者
が分配概念で, 国内概念, 国民概念の相違ではないというものである. したがって, � (��������)
と� (��������) のアルファベットは不要であるが, 慣れ親しんだ用語であるので, 名称変更は行
われていない. �����の主張は, ①���の���への名称変更, ②国内概念, 国民概念の廃止, と
いうことになる.

これらの用語は, 長期間にわたって, 国民経済計算の分野のみならず, 新聞紙上等一般社会で定

着して使用されてきたものであった. マクロ経済学のテキスト等では, ���から���への用語変
更は, 述べられているが, 国内, 国民概念等は現在もなお, 使用されている. �����の上記の考
えは, 必ずしもマクロ経済学のテキスト等に十分に浸透しているように思われない. そこで, 本稿

では, これらの定着して使用されていた用語, 考え方が廃棄された背景・理由を探ることにしたい.
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この節では, 国内総生産 (������������������������), 国民総生産 (������������������������), 国民総所得 (�����������������������) ３つの集計値に関して, 時系列的に�����������������������������と�����������������������������における記述を簡単に見てゆくが, はじ
めに���の流れについて概観する.
現在, 『国民経済計算年報』 は, ����年から, �����に基づいて作成されている. それまでは,�����に基づいて 『年報』 作成が行われていた. �����が 『年報』 に導入されたのは, ����年の

ことである. 今後は, ����年に公表された�����に基づき, ����年に 『年報』 の改定が予定され

ている２. このように, 『国民経済計算年報』 は, 国民経済計算統計の国際的標準方式である���
の改訂に準拠して, 改訂が行われている.

表１は, ���と, 『国民経済計算年報』 の改訂状況を対比的に示したものである. この表を見る
と, �����から�����までは, ��年間, �����から�����までは, ��年間の期間を要している.
『年報』 に関しては, �����準拠の 『年報』 は, ��年間, �����準拠の年報は, ��年間である. 情
報化社会の進展等, 経済状況の動きの速さを反映して, 統計改訂のテンポが早まっている.

表２は, ���, ���における���, ���等の記述を, 年次的に示したものである. ���におい
ては, �����では, ���, ���双方の記述がある. �����における���, ���の記述を紹介する
と, それぞれ次のようになる：｢市場価格表示の国内総生産は, 所与の国の領土に配置された生産

要素に帰属される, 固定資本減耗控除前の生産物の市場価値である. それは, 定義的に一国の消費

支出, 総資本形成及び財貨・サービス純輸出の和に等しい. ���は, 市場価格国民総生産と, 海
外から受取られた純要素所得受取の控除分だけ異なる｣�｢市場価格表示の国民総生産は, 所与の国
の正常居住者によって提供される生産要素に帰属される, 固定資本減耗控除前の生産物の市場価値

である. それは, 定義的に消費支出, 総資本形成及び経常余剰の和に等しい. この余剰は, 定義的

に財貨・サービスの純輸出と, 海外からの純要素所得の和に等しい｣３.
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�����では, ���の記述は見いだされない. �����で, ���がはじめて定義され, ���は, 所
得概念であるので, ���への名称変更が述べられる. また, これと関連して, 国内, 国民概念の不
要論が合わせて示されている：｢���と���は, 同じ居住制度単位の組について付加価値または第
１次所得バランスを合計することによって得られるので, １つを ｢国内｣ とし, もう１つを ｢国民｣

と呼ぶ理由は特にない. 双方の集計値は, 居住制度単位または部門の完全な集合としての一国経済

を対象としている｣４�����の一国の簡素化勘定 (国民経済) (���������������������������������������������) の
勘定系列を書き出すと以下のようになる：財貨・サービス勘定, 生産勘定, 所得の発生勘定, 所得

の分配勘定, 所得の使用勘定, 資本勘定, 金融勘定５. この勘定構成は, 基本的に, �����等のそ
れと類似している, というよりむしろ�����等が, �����の勘定構成を範としている. 生産勘定
のバランス項目は, ���で, ���は次のように述べられている：｢���は, 市場価格表示の国民総
(純) 生産をシステムの実際の集計値としては示していない. しかしながら, これは, 常に, 海外

から受取られた雇用者報酬, 財産所得, 企業所得を加え, 海外に支払われた同所得を控除すること

により, 計算することができる｣６. つまり, ���は, ���から, 派生的に導出される. このこと
から, ���は, �����では, まだ���の代替値 (補足値) として捉えられており, 明確に所得概

念として把握されていないように思われる. 即ち, ���は, ���からの派生概念で, １つの独立
した勘定のバランス項目としての位置付けは与えられていない中途半端なものである.�����では, �����と同様のことが示されている：���の定義と, ���は, ���を名称変更し
たものであること. 国内, 国民概念の不要論にまで立ち入った記述はない.���, ���の話をまとめると, ���は, �����において, 消滅するが, その理由は述べられて
おらず, その立場が不明瞭なものとなった. �����において, 体系における主要な集計値は, ���
であるが, ���は, ���から派生的に求められ, 主役の座を���に譲っている. �����において,
ようやく, ���が���に取って代わられることの明確な説明が行われる.���, ���以外に, ���の問題点の記述としては, ストーン (�. �����) らによる指摘がある.
この指摘は, 国民概念を生産物に当てはめた場合, １つの完結した生産物として認められないとい

うもので, 具体的には, ｢たとえば, １台の自動車がイギリスの労働力と外国資本の協力によって

イギリス国内で生産されるとする. その価値は, イギリスの地主, イギリスの労働者および外国の

投資家それぞれが生産によって得る所得の合計に, 間接税と減価償却を加えたものである. したがっ

て, 外国の投資家のもとにゆく所得部分を取り去ってしまうと, その自動車の価値の一部分しか残

らないのである｣７. これは, 所得概念を適用することにより, 問題解決がはかられる.

国内概念と国民概念―���, ���, ���をめぐって―

―�―４ ��������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������(以下��������������������������と略)������������邦訳上
巻���頁参照.
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７ ��������������������邦訳�����頁.
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『国民経済計算年報』 が, �����から�����に切り替えられたのが平成��年版の 『年報』 からで

ある. つまり, 平成��年版の 『年報』 は, �����に依拠し, 平成��年版の 『年報』 から, �����
に準拠するようになったわけであるが, ここで, 改訂前 (��年版) と改訂後 (��年版) の 『年報』
の, 国内総生産勘定と総支出勘定を紹介する８. 表３の①, ②はそれぞれ, 平成��年版, 平成��年
版の 『年報』 から (一部修正して) 引用してきたものである. 勘定の名称は, ともに国内総生産と

総支出勘定で, 変更はない. いくつか変更点があるが, ここでは, 参考の箇所に注目する. 表３①

では, 国民総生産 (���) の名称が, 使用されているが, ②では, 国民総所得 (���) の名称が使用
されている. 日本では, 平成��年度の 『年報』 から, ���をやめて���の用語が正式に採用され
たわけである. ���の用語が廃棄されてから��年が経過している.

『国民経済計算年報』 が, �����に準拠するようになり, 既に��年以上経過している. しかしな
がら���の���への用語の切り換え等は, あまり浸透していないように思われる. 高校の政治・
経済の教科書等においても, ���より���優位の記述が見いだされる：���に基づき, ���等の
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説明が行われている.

このように切り替えが進まないのは, ���, ���等の関連性, あるいは国内, 国民概念問題を
取り上げた文献があまり見られないことに起因するように思われる. これらの問題を取り上げたも

のとしては, 武野 (����) に, その記述が見いだされる. ｢���が, マクロ経済の記録システムで,���で置き換えられるにいたったのには, 理由がある. 一言で言えば, ���の最後のＰは, 生産
物を表すはずであるが, これが問題なのである. ・・・・・���という呼称は, 生産物でないも
のにＰの文字を用いたことになり, ｢言葉の誤用｣ である｣. また, 国内, 国民概念に関しては,

｢�����には, はっきり ｢国民的と国内的の議論は無意味である｣ とは書いてない. しかし, それ

に近いことが記されている｣９. これらの指摘に基づき, ���問題を検証する.����������
この節では, 上述の���, ���問題：なぜ���は, 分配 (所得) 概念であるにもかかわらず,

このように長期間, 生産概念と混同されていたのか, その問題が生じた背景について考える. その

ために, ２つの基本的３勘定を提示する. 表４は, 武野 (����), 表５は, 武野・金丸 (����) か

国内概念と国民概念―���, ���, ���をめぐって―

―�―９ 武野 (����)��頁, ���頁.
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ら, それぞれ引用したものである��. 表４は, �����を, 表５は, �����を, それぞれ参考に作成
されている. ここで取上げる２つの表の主要な相違点は, ２点ある. ①表４の消費勘定では経常移

転が, 表５の所得の分配・使用勘定では, 所得の分配が示されていることである. 具体的には, 表

５の所得の分配には, 雇用者報酬, 間接税, 経常移転 (財産所得を含む) が含まれているが, 表４

の経常移転には, 雇用者報酬は含まれていない. ②表４では, 総付加価値の４成分が明記されてい

るが, 表５では, ４成分は明記されずに, 付加価値のみが提示されていることである. 表４, 生産

勘定の総付加価値の表記法は若干あいまいである. 総付加価値が表示されているのか, ４成分が表

示されているのかわかりにくい. ここでは, 後者の表示と考える. したがって, 表４, 生産勘定の

バランス項目は, 総付加価値ではなく, 営業余剰である.

表４, 表５のＴ字型勘定表示を行列表示すると, 表６のようになるが, 記号を明示しなければ形

式的には, 同一で, この表示では, ２つの表の相違を見出しにくい. そこで, 表４, 表５を２部門

に分割した行列表示を試みる. 表７, 表８は, それぞれ表４, 表５に基づき部門分割したものであ

る. 表７は, 付加価値を成分ごとに分けて表示したもので, 表８は, 付加価値を一括表示した勘定

行列である. これまでの国内, 国民概念の集計値を導く際, 使用されてきたのは, 表７の勘定行列

である. 表７は, 活動勘定ごとに部門分割が施されているが, これを, 部門分割別, 活動別分類表
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示の勘定に変換したものが表９である. 表９では, 部門分割は, 国内部門と海外部門と明記されて

いる. 通常, この表９に基づいて, これまで国内, 国民概念の集計値が導出されてきた. なお, こ

の表７あるいは表９の表示形式は, ステュ－ヴェル (��������) の著作に頻出する��. また, 表��
は, 表９と同様に, 表８に基づき導かれたものである｡

ここで, 表６, 表７, 表８, 表９, 表��の記号を一部説明する. 表６の記号は以下のとおりである.�：中間消費, �：最終消費, �：総資本形成, �：付加価値の構成要素 (または付加価値), �：
経常移転 (または所得分配), �：固定資本減耗, Δ�：金融資産・負債純増.
表７ (表８) は, 国内部門をＡ部門, Ｂ部門の２部門に分割したものである. ���：Ａ部門で発
生する営業余剰, ���：Ｂ部門によって受取られる雇用者報酬等の付加価値成分, ���：Ｂ部門で発
生する営業余剰, ���：Ａ部門によって受取られる雇用者報酬等の付加価値成分, ���：Ａ部門から
Ａ部門への消費財の販売, ���：Ａ部門からＢ部門への消費財の販売.
表９ (表��) では, 国内部門と海外部門に分割されている. 表９では, ���は, 国内から海外へ
の消費財の販売であるが, 統計上, 輸出された生産物の使途は, 不明であるので, ���には, 非居
住者の国内での消費額が記される. 同様にして, ���は, 居住者の海外での消費額を記録する.
図１は, ���, ���に関して, これまでの国内概念,

国民概念を示したものである. 居住生産者によって支払

われた要素所得 (ａ＋ｂ) が, 国内総生産で, 居住者に

支払われる要素所得 (ａ＋ｃ)が���である.
表９に基づき, 国内概念, 国民概念の勘定行列が導か

れる. 表９の２行１列に (���＋���) が記されていると,
それは国内概念の勘定行列, (���＋���) が記されている
と, 国民概念の勘定行列である. 表��, 表��は, 表９を
出発点として作成されたそれぞれ, 国内概念, 国民概念

の勘定行列である��. (���＋���) は, ���で, (���＋���)
は, ���である. (���＋���) と (���＋���) の相違は,
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前者が国内で, 後者が国民概念表示である. しかし, �����の主張は, 前者は, 生産概念で, 後
者は分配概念による違いというものである. 表４または表７の生産勘定を見ると, 列には, 付加価

値 (所得の発生) が示され, 行には, 所得分配が示されている. つまり, 表４または表７のＹは,

付加価値 (所得発生) と所得分配という２つの異なった概念の集計値が混在している.

次に, 表５または表８に基づいた場合, 国内, 国民概念の集計値は導けるか, 考える. 則ち, 表

８の形式で, 国内, 国民概念の発想が出てくるだろうか. 表８に基づき, 表９と同様の勘定行列を

導くと, 表��のようになる��. 付加価値と所得概念が明確に区別されているので, 表��の表示から,
表９と同様の議論を行うことはできない. 表��から得られる集計値は, 生産勘定のバランス項目で
ある付加価値��のみである. 所得集計値は, この３勘定表示の形式から求めることはできないの
で, あらたに別勘定を設定する必要がある.

このように考えると, 表４から派生した表７ (表９) に基づかなければ, 国内, 国民概念の考え

は出てこなかったのではないか, と推論される. 基本的勘定構成として, 本来は, 表５の形をとる

べきところ, 生産概念と分配概念のあいまいな表４の形式を取ってしまったために, 国内・国民概

念の考えが生じてしまったと思われる.

ここで, 所得の発生勘定が明記されている, �����に関して, 若干言及する. �����では, 既
に所得の発生勘定が明示されているにもかかわらず, �����で提示された���をバランス項目と
して持つ所得の第１次分配勘定は, 示されていない. 所得概念の集計値としては, 所得の分配勘定

のバランス項目である国民総可処分所得 (����������������������������������) が, その役割
を有している. 勘定系列の並べ方から判断すれば, 所得の発生勘定, 所得の第１次分配勘定, 所得

の第２次分配勘定と続くはずであるが, �����では, 所得の第１次分配勘定を経由することなく,
いきなり所得の第２次分配勘定へと接続されている. 本来ならば, 所得の第１次分配勘定を設定す

ることにより, ���(���) を定義すべきところ, ���(���) は, ���の派生概念ととらえられてい
る. このことから, �����では, 所得概念の位置付けが与えられているのは, ����のみで, ���
は明確に所得概念として把握されていないことが見て取れる.������������
さきの表４では, 生産勘定に, 所得発生の機能が, 合せて組み込まれていたが, 本来, この機能

は, 生産活動とは別の活動であるので, 別個に表示されなければならない. この点に, 表４の問題

点があったわけである. この機能を分離して, Ｔ字型勘定表示したものが表��である. 表��では,
表４の生産勘定と消費勘定の間に所得の発生を示す勘定：所得の発生勘定が挿入されている. なお,�����では, 所得の発生勘定は, 生産勘定ではなく, 所得の分配・使用勘定の小勘定として分類さ
れている��.
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次いで, 表５の側から, 表��を導くことを考える. 表５の所得の分配・使用勘定では, 所得の受
払いが示されるのみで, 生産に貢献した所得は明示されていない. そこで付加価値を構成する所得

の発生勘定を導入することにより, 生産に貢献した所得が明記される.

表��を作成するために, 表４の消費勘定の分割を具体的に示したものが, 図２である. 図３は,
表４・表５と, 表��の関係を表示したものである. 表��は, 表７, 表８の表示形式に対応して表��
を行列表示したものである.
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表��の勘定形式には, 所得集計値を求めるという機能は組み込まれていないが, 所得の発生勘定
を導入することによりはじめて, 所得集計値の導出が可能となる. 表５の形式だけで見る限りは,

所得の分配・使用勘定というよりは, 所得の受払・使用勘定の名称のほうがふさわしい. 所得の発

生勘定が組込まれて, 所得の分配・使用勘定の名称が適切になる. 所得の発生勘定を含めた表��の
４勘定では, 所得集計値が得られないので, 所得集計値を求めるために, 表��の所得の発生勘定と,
所得の分配・使用勘定の間に所得配分勘定を設置したものが表��である. 所得の配分勘定では, 財
産所得の受払いを考慮することにより, 第１次所得バランスが得られる. この第１次所得バランス

が���である. ５勘定を備えた表��により, 生産概念の付加価値と, 分配概念の所得集計値が明
示される. 表��の生産勘定により, ���が, 所得の配分勘定により, ���が導出される. 経済の
主要集計値である, ���, ���を表示するためには, 最低, ５勘定を備えた表��の形式の勘定が必
要となる. 表��は, �����で採用されている統合経済勘定 (��������������������������) 形式で,
表４, 表５, 表��の形式を提示した. 統合経済勘定の形式では, Ｔ字型勘定等の形式に比べ, 簡潔
に表示することができる��.������������
ここでは, ���, ���の���, ���の各集計値の定義を紹介する.���は, 基本的に付加価値概念であり, �����で ｢経済全体についての���の概念の背後にあ

る基本的な原理的説明は, それはその経済におけるすべての制度単位居住者によって生産される総

付加価値の総額を測定するものである, ということである｣ と記されている��. しかしながら,�����において, ���の定義は, ３様に提示されている：｢基本的には, ���は付加価値概念で
ある. すべての居住者生産単位の総付加価値合計と, 生産物に課される税マイナス補助金のうち産

出の評価額に含まれない部分の和である. 第二に, ���は, 財貨・サービスの最終使用の合計を
購入者価格で測定したものから, 財貨・サービスの輸入価額を差引いたものにも等しい. 最後に,���はまた居住者生産単位によって分配される第１次所得の合計にも等しい｣��. ���に関しても,���の定義に関して, 同様のことが述べられている：｢市場価格国内総生産は, 居住生産単位の生
産活動の最終結果である. それは, 以下に示すように３様に定義される・・・｣��. つまり, ���
は, 生産, 分配, 支出の３面から定義されている. 本来, 定義は１つであるはずだが, ���は,
このように３つの定義が提示されている.���本来の定義は, 上記の�����, �����に述べられている生産面からのそれと考えられる. し
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かしながら, ｢���は, 居住制度単位の生産活動によって創造される価値の測度であることを意図
したものである. それは, 上で述べたような技術的な理由のために, 居住生産者の総付加価値の合

計とは一致しないかもしれない｣ と述べられているように, 生産面の定義は, 実際は, 付加価値に,

生産物に関する税等を加えた形式となっている��. したがって, �����では, 市場価格評価の���
の定義として, 付加価値ではなくて, 支出面からのそれを第１義的定義としている ｢市場価格表示

の���は, 支出サイドから次のように定義される：購入者価格襄示の家計最終消費支出＋購入者
価恪表示の非営利団体最終消費支出＋購入者価格表示の政府最終消費支出＋購入者価格表示の総固

定資本形成＋購入者価格表示の貴重品の取得マイナス処分＋在庫品増加＋国境における購入者価格

表示の輸出 (������) －������価格による輸入｣��.���に関する, �����の説明は, ｢���は, ���から非居住者単位への支払第１次所得を控除し,
非居住者単位からの受取第１次所得を加えたものである｣ と書かれている��. それに対して,�����では, ｢市場価格国民総所得は, 居住制度単位によって受取られる第１次所得総額を表して
いる：受取額から支払額を差引いた雇用者報酬, 補助金を控除した生産及び輸入に関する税, 財産

所得と, (総または純) 営業余剰と混合所得｣ と記されている��. �����では, ���≡���＋居住者
制度単位の海外からの第１次所得純受取り. �����では, ���≡居住制度単位によって受取られる
第１次所得総額, とそれぞれ定義されている. �����の���の定義は, ���から派生的に導かれて
おり, 所得概念としてのそれではない. これは, ���から���(あるいは逆) を導いたものと同
じである. ���の定義の仕方としては, �����のそれが適切である.����
経済企画庁経済研究所編(����)�『国民経済計算年報 (平成��年版)』 大蔵省印刷局.
櫻本健(����)�｢�������に関する国際動向の分析｣ 『統計学』 第���号.
武野秀樹(����)�『国民経済計算の基礎』 東洋経済新報社.
武野秀樹(����)�『国民経済計算』 有斐閣.
武野秀樹(����)�『���とは何か 経済統計の見方・考え方』 中央経済社.

武野秀樹・金丸哲編著(����), 『国民経済計算とその拡張』 勁草書房.
内閣府経済社会総合研究所編(����)�『国民経済計算年報 (平成��年版)』 財務省印刷局.����������������������������������������������������������������������������������������������������������������������(����)�����������������������������, �������.�������������������������������������������������(����)��������������������������������������������������������������������������������������������������������������(����)�������������������������������������������������������������������������������������������������

経 済 学 論 集 第 �� 号

―��―�� ���������������������������������������邦訳上巻���頁参照.�� ���������������������������������������邦訳上巻���頁.�� ��������������������������������������邦訳上巻��頁参照.�� ��������������������������
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